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１．これまでの定員適正化計画の取組状況 

  平成１８年１月の町合併を契機に平成１９年４月１日から平成２４年４月１日までの５年間で職

員数１５．５％削減（５０人）を目標とする美里町第１次定員適正化計画を策定しました。また、

平成２４年３月には、計画期間を平成２４年４月１日から平成２８年４月１日までとした第２次定

員適正化計画を策定し、総職員数を２６０人とする計画を進めてきました。 
年次別の計画及び実績については以下のとおりであり、概ね計画どおり進捗しています。 

 
 
２．定員管理の状況 

 

（１）第２次定員適正化計画の職員数の推移（表１）               単位：人 

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 ５年間の削減数 

計画職員数

（Ａ） 
２７３ ２６９ ２６７ ２６３ ２６０ ▲１３ 

実績職員数

（Ｂ） 
２７５ ２６６ ２６０ ２６１ ２５８ ▲１７ 

比 較 
（Ｂ－Ａ） 

２ ▲３ ▲７ ▲２ ▲２ ▲４ 

※ 平成１８年１月１日合併時職員数３３０人、平成１８年４月１日職員数３２４人。 
※ 第１次定員適正化計画期間の職員数の推移：平成１９年４月１日３２２人、平成２４年４月１日職

員数２７５人（▲４７人）。 
 
 

（２）類似団体との比較（表２）                         単位：人 

区 分 
人 口 

（H27・1・1） 

普通会計職員 左の内、一般行政職員 

職員数 

（H27・4・1） 

人口１万

人当たり

職員数 

職 員 1

人 当た

り人口 

職員数 

（H27.4.1） 

人口１万

人当たり

職員数 

職 員 1

人 当た

り人口 

美 里 町 25,262 200 79 126 142 56 178 

類似団体（平均） 30,566 205 67 149 158 52 193 

差 引  ▲5 12 ▲23 ▲16 4 ▲15 

※ 類似団体とは、総務省が毎年度公表する「類似団体別職員数の状況」に基づき、全国の市町村を

「人口」と「産業構造」の要素により分類したもので、美里町はⅤ－２（人口規模２万人以上、産

業構造Ⅱ次・Ⅲ次８０％以上かつⅢ次５５％以上の団体）に属しており、平成２７年度では全国で

１３４団体となっています。 
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（３）部門別職員数の推移(表３)                        単位：人 

計画年次 第２次計画期間 ５年間の職員数の増減 

年度 
区分 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 
平成２４年度からの 
職員数の増減数（率） 
（Ｈ２８－Ｈ２４） 

普

通

会

計

部

門 

一 
般 
行 
政 
部 
門 
 
 

 

議会 ３ ３ ３ ３ ３ 増減なし 

総務 ４７ ５６ ５４ ５２ ５２ ５（10.6％） 

税務 １５ １４ １４ １５ １４ ▲１（▲ 6.7％） 

民生 ４０ ３８ ３７ ３８ ３６ ▲４（▲10.0％） 

衛生 １４ １３ １３ １２ １２ ▲２（▲14.3％） 

労働 － － － － － － 

農林水産 １２ １１ １１ １３ １４ ２（16.7％） 

商工 ３ ３ ３ ２ ２ ▲１（▲33.3％） 

土木 ９ ８ ９ ７ ８ ▲１（▲11.1％） 

小計（Ａ） １４３ １４６ １４４ １４２ １４１ ▲２（▲ 1.4％） 

特別 
行政 

教育 ７２ ６０ ５９ ５８ ５７ ▲１５（▲20.8％） 

消防 － － － － － － 

小  計 ２１５ ２０７ ２０４ ２００ １９８ ▲１７（▲ 7.9％） 

公 
営 
企 
業 
等 
会 
計 

水道事業会計 ６ ６ ６ ６ ６ 増減なし 

病院事業会計 ３７ ３６ ３４ ３５ ３４ ▲３（▲ 8.1％） 

下水道事業会計 ４ ４ ３ ５ ５ １（25.0％） 

その他 １３ １４ １４ １５ １５ ２（15.4％） 

小  計 ６０ ６０ ５７ ６１ ６０ 増減なし 

合  計 ２７５ ２６６ ２６０ ２６１ ２５８ ▲１７（▲ 6.2％） 
 ※ 公営企業等会計の「その他」とは、国民健康保険、後期高齢者医療保険、介護保険の事務に従

事する職員数。 
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３．職員の年齢構成及び年度別退職予定者の状況 

 職員の年齢構成は、４８歳から６０歳以上までの職員で、全職員の４０％以上を占めている状況

にあり、平成２９年度からの５年間で定年退職予定者は５３人となっています。 

 

（１）年代別職員数（表４） （平成２７年４月１日現在）             単位：人・％ 

年齢層 

18歳

～ 

23歳 

24歳

～ 

27歳 

28歳 

～ 

31歳 

32歳 

～ 

35歳 

36歳 

～ 

39歳 

40歳 

～ 

43歳 

44歳 

～ 

47歳 

48歳 

～ 

51歳 

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

60歳以上 

合計 

職員数 4 14 15 21 29 44 29 19 40 46 261 

構成比 1.5 5.4 5.7 8.0 11.1 16.9 11.1 7.3 15.3 17.7 100 

 

（２）年度別定年退職予定者数（表５） 

年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 計 

一般行政職員 ９人 ６人 ７人 ３人 ２人 ２７人 

全 職 員 １２人 １３人 １０人 ８人 １０人 ５３人 

 

 

 

 

４．時間外勤務の状況 

職員の時間外勤務は、住民ニーズの多様化や行政需要の増加、職員数の減少により年々増加して

おり、職員のワーク・ライフ・バランス推進のためにも継続的に業務改善、事務の委託化などによ

る生産性の向上を図り、時間外勤務の縮減に取り組んでいく必要があります。 

 

時間外勤務手当の支給状況（表６） 

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

時間外勤務手当 

支給総額 
６０，６１２千円 ５５，５０８千円 ６１，７１９千円 ６４，９５８千円 

給料に対する支給割合 ６．７％ ６．３％ ７．２％ ７．８％ 

※時間外勤務手当の支給総額は、総会計の合計額。 
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５．非正規職員数の推移 

 これまで、正規職員の定員適正化を進めるに当たり、臨時・非常勤職員の活用を行い、業務執行

体制の確立を図ってきましたが、行政ニーズの多様化や高度化に対応できるマンパワーを確保して

いく中で、効果的・効率的な体制を維持するためには、任期付職員及び再任用職員等の多様な任用

形態を活用し、安定した行政サービス水準を維持できるよう人員管理を行う必要があります。 

 

年度別非正規職員数の推移（表７）                       単位：人 

              年 度 

職種区分 
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

任期付短時間勤務職員 
行政職   ２ ２ 

技術職     

任期付職員計 ０ ０ ２ ２ 

再任用短時間勤務職員 

行政職    １ 

技術職     

技能労務職    １ 

再任用職員計 ０ ０ ０ ２ 

非常勤職員 

事務職 ９ ５ ５ １８ 

技術職 ６１ ８９ ８９ １１７ 

技能労務職 ４ ４ ５ ５２ 

非常勤職員計 ７４ ９８ ９９ １８７ 

臨時職員 

事務職 ５２ ３９ ４４ ２３ 

技術職 ６４ ７４ ２７ ６ 

技能労務職 ６０ ５７ ５７ ５ 

臨時職員計 １７６ １７０ １２８ ３４ 

非正規職員数合計 ２５０ ２６８ ２２９ ２２５ 

※ 臨時・非常勤職員については、各年度において賃金又は報酬の支給対象となった人数。 
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６．第３次定員適正化計画期間及び基本方針 

（１）はじめに 

   平成１８年１月に職員数３３０人でスタートを切った美里町は、これまでの定員適正化計

画の推進により、平成２８年４月１日現在、２５８人の職員数となっています。 

   今後は、第３次美里町総合計画を推進するため、町民サービスの質を維持・向上させなが

ら効率的で効果的な執行体制を確保することが必要です。 

   第３次定員適正化計画を策定するに当たっては、引き続き事務事業や組織体制の見直しを

進めていくとともに、職員数の動向について、長期的な視点に立ち、偏在化する職員年齢構

成の解消や大量定年退職期に対応し、町民サービスの向上を図るとともに、健全財政を目指

していくものとします。 

 

（２）計画期間 

第３次定員適正化計画の期間は、平成２９年度から平成３３年度までの５年間とします。 

 

（３）基本方針及び基本目標 

   美里町第２次定員適正化計画（平成２４年４月１日から平成２８年４月１日まで）に引き続き、効率

的な組織機構及び最小の経費で最大の効果を挙げることを基本として、更なる職員の適正化を図

ることとします。 

   美里町全体の職員数を平成３３年４月１日時点で２５６人を目標とします。 
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７ 第３次美里町定員適正化計画年次別目標職員数 

 

定員適正化計画における年次別目標職員数（表８）               単位：人 

部  門 
平成２８年４月１日 

（実績） 

平成２９年４月１日 

（始期） 

（Ａ） 

平成３０年４月１日 

 

 

平成３１年４月１日 

 

 

普通会計部門 １９８ ２００ ２００ １９８ 

その他会計部門 ６０ ６０ ６０ ６０ 

合  計 ２５８ ２６０ ２６０ ２５８ 

 
 

部  門 
平成３２年４月１日 

 

平成３３年４月１日 

（目標） 

（Ｂ） 

差 引 

 

Ｂ－Ａ 

普通会計部門 １９７ １９６ ▲４ 

その他会計部門 ６０ ６０ ０ 

合  計 ２５７ ２５６ ▲４ 

 

平成２９年４月１日から平成３３年４月１日までの５年間で職員数４人を減員（減員率▲１．５％）

し、職員総数２５６人を目標とする。 

合併時の総職員数（平成１８年１月１日：３３０人）と比較すると、第２次計画期間である、約１０

年後の平成２８年４月１日時点で７２人が減員（減員率▲２１．８％）となり、第３次計画の最終年度

の平成３３年度までに７４人（減員率▲２２．４％）が減員となる。 
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８．退職及び採用に伴う職員数の増減 

正規職員数増減の推移（表９）                      単位：人 

区  分 
職 員 増 減 数 

H28・3・31 

退職（実績） 

H28・4・1 

採用（実績） 

H29・3・31 

退職（見込） 

H29・4・1 

採用（見込） 

H30・3・31

退職（見込） 

H30・4・1

採用（見込） 

一般行政職員 ▲１０ １０ ▲１０ １２ ▲１１ １１ 

①一般事務職 ▲５ ５ ▲７ ６ ▲９ ９ 

②技術職 ▲４ ５ ▲３ ６ ▲２ ２ 

ⅰ 保育士・幼教 ▲２ ４ ▲２ ３ ▲２ ２ 

ⅱ 栄養士 ▲２ １ ▲１ １   

ⅲ 保健師・看護師    １   

ⅳ 土木・建築技師    １   

③業務員・調理員 ▲１      

企業会計職員 ▲３ ３   ▲１ １ 

ⅰ 看護師等 ▲３ ２   ▲１ １ 

ⅱ 薬剤師  １     

ⅲ 検査技師       

ⅳ 医師       

計 ▲１３ １３ ▲１０ １２ ▲１２ １２ 

トータル増減 ０ ２ ０ 

職員数 ２５８ ２６０ ２６０ 

 

区  分 
職 員 増 減 数 

H31・3・31 

退職（見込） 

H31・4・1 

採用（見込） 

H32・3・31 

退職（見込） 

H32・4・1 

採用（見込） 

H33・3・31

退職（見込） 

H33・4・1

採用（見込） 

一般行政職員 ▲１１ ９ ▲１０ ９ ▲６ ５ 

①一般事務職 ▲６ ６ ▲７ ７ ▲３ ３ 

②技術職 ▲３ ３ ▲２ ２ ▲２ ２ 

ⅰ 保育士・幼教 ▲２ ２ ▲２ ２ ▲１ １ 

ⅱ 栄養士       

ⅲ 保健師・看護師 ▲１ １     

ⅳ 土木・建築技師     ▲１ １ 

③業務員・調理員 ▲２  ▲１  ▲１  

企業会計職員 ▲２ ２   ▲２ ２ 

ⅰ 看護師等     ▲２ ２ 

ⅱ 薬剤師       

ⅲ 検査技師       

ⅳ 医師 ▲２ ２     

計 ▲１３ １１ ▲１０ ９ ▲８ ７ 

トータル増減 ▲２ ▲１ ▲１ 

職員数 ２５８ ２５７ ２５６ 
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９ 定員適正化の手法 

 第３次美里町定員適正化計画を推進するに当たり、次の手法を積極的に活用し、実行します。 

 

（１）事務事業の改善、組織機構の見直し 

  行政サービスの提供に当たって、最少の経費で最適な効果を発揮できる行政運営を図るため、事

務事業の有効性、妥当性及び必要性について検証するとともに、社会情勢の変動や町民ニーズの変

化に対応した行政サービスを提供できるよう、柔軟性の高い組織機構を目指します。 

 

（２）民間事業者の積極的な活用 

  公共施設の管理運営等については、指定管理者を含めた民間事業者等の活用、業務委託、業務の

民営化等による民間活力の積極的な導入を進めます。 

 

（３）職員の人材育成 

  簡素で効率的な行政運営を推進するためには、職員一人ひとりの更なるスキルアップが必要とな

ります。第２次美里町職員人材育成基本方針に基づき、職員研修の充実、人事評価による人材育成

を進めます。職員の意識改革を目的に自ら学ぶ組織風土の醸成を推進し、行政サービスの担い手と

しての人材育成に努めます。 

 

（４）有資格者の確保 

  ① 保健師等は、福祉・健康・介護の各分野における行政需要が今後、ますます複雑化、多様化

し、制度改正等が予想されることから、必要な職員数を随時、確保することを基本とします。 

      

  ② 保育士及び幼稚園教諭は、多様化する住民ニーズに柔軟に対応するため、様々な勤務形態を

組み合わせて確実に人員を確保する必要があることから、非常勤職員等の雇用を行っています。

職員採用に当たっては、原則、退職補充を基本としますが、今後は、保育所の運営形態の見直

し等により、民間委託や公設民営による一般財団法人化等も視野に入れ職員の適正管理に努め

ます。 

  

③ 技師は、専門的な知識を有することから、将来的にも欠かせない職種であり、技術及び知識

の継承を図る必要性が高いことから、配置する職場や人員数を考慮した上で、退職者補充を基

本として採用を進めていきます。 

 

（５）多様な任用・勤務形態の活用 

  必ずしも正規職員である必要がない分野については、臨時職員、非常勤職員の活用を行います。

また、専門的な知識を要する職については、任期付職員の活用を進めます。更には、定年退職者の

増加に伴い、これまでの経験や事務ノウハウについて継承し、町民サービスの維持、向上を図るた

め、再任用職員の活用を進めることとします。 

 

 

 

 

 


